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【事業の概要】
地 域 社 会 DX 推進パッケージ事業のご案内  

1 . 計 画 策 定 支 援  
2 . 推 進 体 制 構 築 支 援  
3. 地域情報化ア ド バ イ ザ ー
4. 人材ハ  ブ機能  

先進無線  システム  活用  タイプ  
□ ーカ ル５ G をは じ め とす る 新 し い 通 信 技 術 な どを活 用
し た 先進的な ソ リ ュ ー シ ョ ン の 実用 化に 向 け た 実 証

①デジタル人材／体制の確保支援

②先進的ソリューションの実用化支援 （ 実 証 ） 

AI ・  自動運転等の  検証タイプ
社 会 課 題 解 決 に 資 す る 通 信 シ ス テ ム を 用 い た
AI  ・ 自動運転等の 先 進的 な ソ リ ュ ー シ ョ ン の 実証 

③地域のデジタル基盤の整備支援 （ 補 助 ） 

デ ジ タ ル 技術を 活用 し て 地域課題の 解 決 を 図る た め に 必 要 な 通信 イ ン フ 
ラ な ど の 整備を 支援 

デ ジ タ ル 実装に 必要と な る 地域課 題の 整理 、 導 入・運用 計画の 策 定に 対 する 専門家 に よ る 助 言都道府県
を 中心と し た 持続可能 な 地域の DX 推進 体制の 構 築を 支 援
地域情報化ア ド バ イ ザ ー に よ る 人材 の 育成・ 供給を 支 援
デ ジ タ ル 人材を 地域外か ら 確保す る 場合の 人 材の マ ッ チ ン グ を 支援 

好事例の創出・横展開

● ＩＣＴ  技術を活用した地方創生  2. 0 の実現のため、  人口減少・  少子高齢化や経済構造変化等が進行  する
中、  持続可能な地域社会を形成するには、  デジタル技術の実装（ 地域社会Ｄ Ｘ）  を通じた省力化・ 地域 活
性 化 等 に よ る 地 域 社 会 課 題 の 解 決 が 重 要 。
● このため、  デジタル人材/ 体制の確保支援、  AI ・  自動運転等の先進的ソリューションや先進無線システムの
実証、  地域の通信インフラ整備の補助等の総合的な施策を通じて、  デジタル実装の好事例を創出し、  全国にお け
る 早 期 実 用 化 を 目 指 す 。

※ ① 3 . 地域情 報化 ア ド バ イ ザ ー は R7  当初 予算 及び R ６補 正予 算の 内 数に な り ま す 。
（ そ の 他の 事業 に つ い て は 、 R 6 補 正予 算に よ り 措 置さ れ て お り ま す 。 ）
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＜対象＞デジタル技術を活用して地域課題の解決に取り組みたいと考えている又はその関心のある
地方公共団体など ※ 財政力指数１以上の地方公共団体及びその地域内で取組を実施しようとする団体などは本支援の対象外となります。

※ 地域課題の解決に資する取組を実施するための計画策定が支援対象です。
※ 地方公共団体以外については、地方公共団体が出資する法人又は非営利法人による応募に限ります。

１団体当たり
３ヶ月程度の支援期間

【① - １ 計画策定支援】（ 予算︓ 60 団体程度）
地方公共団体内における予 算 要 求、地域デジタル基盤活用推進事業を含む国の支

援への申請・提案等にもご活用いただけるような計 画 書 の 作 成、デジタル技術の導入
に向けた第一歩となる地域課題の洗い出しや整理を図ることを目指し、３  ヶ月程度
の間、コンサルタント等の専門家が伴走支援します。
年間を通して複数フェーズの実施を予定しており連続支援も可能です。

＜内容＞支援先団体のご意向も踏まえつつ、
それぞれの状況に応じて必要な支援を実施します。

ご支援する検討事項の例
・地域の抱える課題の全体像の整理
・デジタル技術の活用による課題解決の可能性
・取組の優先順位
・ネットワーク構成・機器、事業者選定等の要件
・導入・運用コストや費用対効果 等

注）支援先団体におい
て計画書の作成その他 
の必要な作業を実施し
ていただきます。
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【① - １ 計画策定支援】 デジタル技術導入に向けた支援の内容
支援先団体の課題の整理状況に応じて、以下の２つの支援内容を用意しています。

A 地域課題整理コース B ソリューション実装コース

支援対象 地域課題の洗い出しから支援を希望する団体
地域課題の解決策は明確化されており、具体的な
実装計画書策定の知見・ノウハウの支援を希望す
る団体

支援内容
解決すべき地域課題の調査、分析及び整理から、
デジタル技術を活用した当該地域課題の解決策の
検討及び立案までを伴走支援します。

支援対象団体内における予算要求や国の補助 
金への申請・提案等への活用も念頭に置きつつ、デ
ジタル技術を活用して地域課題の解決を図るための
ソリューション実装計画書の策定を支援します。

支援メニュー例

・地域課題の抽出・整理
・他地域における関連する好事例の紹介
・デジタル技術の活用による課題解決の検討
・ソリューション導入時期の検討
・DX推進へ向かう組織支援の検討

・ネットワーク構成・機器等の要件の検討
・導入・運用コストや費用対効果の検討
・地域のステークホルダーとの連携体制の検討
・運用モデルや資金計画、マネタイズの仕組み等の
検討

・事業者とのマッチング
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【① - 2 推進体制構築支援】（ 予 算 ︓ ５ 億 円 程 度 ）
専門家等を地方公共団体に派遣し、地域課題の洗い出しや深掘り、整理を実施す

るほか、具 体 的 な 進め方 の提 案や、  地域 DX 推進体制の構築まで伴走支援し、デジ
タル技術による解決策の実証・実装に結びつけるとともに、各地方公共団体が自立的  
にデジタル実装に取り組める持続的な支援環境を構築します。

①地域DX推進体制構築支援 ②実証事業、補助事業等の活用

リューション導入等
• 具体的な地域DXの取組を実施
• 課題解決に向けた先進的ソリュー

ションの実証
• 通信インフラの実装 など

課題解決に資する地域DXソ 地域DX推進後の振
り返り

• 地域DX導入後の効果測定・
課題探索

• 実装後の運用準備 など

STEP 02
推進体制の構築・拡充
具体的な進め方の提案、
推進体制構築

STEP 03STEP 01
課題整理・取組方針の共有

地域課題の洗い出し、深
掘り、整理

解決策の実装
STEP 04

改善

• 都道府県と市町村等の連携によるDX
推進体制の構築

• 市町村のDXの進捗状況の共有
• 地域のステークホルダーの巻き込みや、

事業者等とのマッチング支援 など

• 各市町村の課題の洗い出し・
深掘り

• 具体的な解決策の検討
• 都道府県・市町村等による課

題の共有、取組方針の検討・
共有 など

＜対象＞
都道府県と管内市区町村（※都道府県が管内の市区町村と連携して申請）

＜支援内容イメージ＞

※支援期間内にSTEP01, STEP02を実施。進捗等により、具体的な
地域DXの取組など、STEP03以降も実施可。
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派遣の仕組み

総
務
省

１.派遣要請

地域情報化
アドバイザー

事業の内容等に応じて、
ICTの知見を有する専門 ３.助言等
家の派遣を実施

２.派遣決定

派遣団体数

概要 地域が抱える様々な課題を解決するため、ICTを利活用した取組を検討する地方公共団体等からの
求めに応じ、ICTの知見等を有する「地域情報化アドバイザー」を派遣し、 ICT利活用に関する助言
等を行う制度。

対象 • 地方公共団体。NPO、大学、商工会議所等が申請する場合は、総合通信局又は地方公共団
体の推薦が要件。

• 地場企業等が申請する場合は、地方公共団体からの推薦に加え、地方公共団体等と共同で事
業を実施していること等が要件。（令和７年度より拡充）

アドバイザー • 先進自治体職員、大学教員、CivicTech等の有識者にアドバイザーを委嘱。
• 事業の内容に応じて、複数人のアドバイザーによるチーム型の支援を実施。

回数・費用 • 現地派遣を含む派遣については、１日７時間、年間3回までの範囲内。
• オンラインのみの派遣は、合計21時間までの範囲内。（令和７年度より拡充）
• 派遣にかかる旅費・謝金は全額総務省が負担。

①-3 地域情報化アドバイザー派遣制度

４月25日より第１期の派遣申請の受付を開始し、第９期の12月19日まで申請を受付。
（派遣可能期間は令和８年２月 27 日（金）までの日程。）

60
99 115

141 151

200
237

347

227

376 370 363

297

100

200

300

0
2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

（団体数）
400

地 域 社 会 DX 推進パッケージ事業  5



＜実施形態＞

請負（定額）
＜事業規模の目安＞

1千万～１億円程度

ローカル５ G をはじめとする新しい無線技術を活用した、次の社会実証を支援します。
a ) 全国の各地域が共通に抱える地域課題の解決に資する先進的なソリューション
b)  特に地域の人材不足に起因する課題解決のための、地場企業の事業活動の効率

化・合理化に資する先進的なソリューション
＜実施主体＞

地方公共団体、企業・団体など

※２ 活用する通信技術の種類や費用対効果なども踏まえて、提案の内容
・規模を評価させていただきます。評価結果を踏まえ、採択に当たって金
額の調整をさせていただくことがあります。

※３原則として、ネットワーク機器などの物品の購入費用は対象外です。新
たに調達が必要な場合には、リースやサブスクリプション等でご対応いただ
くことになります。

＜対象となる無線技術＞
ローカル５Ｇ
Wi-Fi HaLow
Wi-Fi 6E／7 などのワイヤレス通信技術

※１ 上記以外の通信技術については個別にご相談ください。

※１

※２
※３

＜提案評価の観点例＞

■ 全国の各地域が共通に抱える課題の解決に資するものであるか 又は
 地場企業の事業活動の効率化・合理化に資するものであるか

■ 新しい無線技術を活用するものであるか
（当該通信技術を選択することに関する他の通信技術との比較分析 など）

■ 費用対効果等も踏まえ、現実的に社会実装が期待できるものか

■ 先進的なソリューションであるか（先行事例との比較 など）

■  社会実装や他地域への横展開に向けた具体的かつ現実的なビジョンが
あるか（地域の連携体制が構築されているか など なお、複数年にわたる実証の場合は、複
数年分の計画を提示することで実装・横展開を評価）

□ 主な加点評価項目
・スタートアップが参画し、その技術などを活用する取組であるか
・「デジ活」中山間地域に登録済又は登録申請中であるか
・プロジェクトの自走化の担い手として地域ICT企業が参画しているか
・幅広い地域での共同利用を促進するソリューションであるか など

地 域 社 会 DX 推進パッケージ事業  

【② - １ 先進無線タイプ】（ 予 算 ︓ 18 億 円 程 度 ）
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実証の概要

実証
項目

• 「診断」多施設での診断総数の増加
• 「治療」提携眼科での手術数増加
• 「啓発」オンライン診療数総数の増加
• 「経済的効果」医療費抑制の確認受診しない場合と

の比較

実証成果・実装移行のハードル

アウトカム
指標

本システム導入前後で、 Mann-Whitney testなどの手
法を用い, 「診断」「治療」「啓発」「経済的効果」の項目
それぞれに対し統計学的に有意な差が出ているか検証

実装移行
の要件

• 5Gを使った眼科遠隔診療システムの実証
• 複数の診療所に横展開
• 保険診療を応用, 費用面からも自走可能に

実装・展開のスケジュール

2024年:実証 2025年:横展開 2026年:自走

地域課題と
目指す姿

過疎地域における眼科医不足、 眼科疾患は高齢で増加、 眼科は専門医診療が必須, 日本でも眼科診療から取り残
されている地域がある
→ 新しい通信技術と遠隔診療システムを使った眼科遠隔診療を実現︕

実施体制
(下線︓代表機関)

株式会社OUI、株式会社リベルワークス
父島診療所、神津島診療所、横浜けいあい眼科 実施地域 • 東京都離島

令和６年度採択
新しい通信技術と遠隔診療デバイスを応用した、 離島・過疎地域における眼科診療システム構築の実証
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【② - ２ AI 検証タイプ】
通信負荷低減・通信の大容量化等によって、より高度なAI ソリューションモデルの創出
を実現するため、AI を用いた通信負荷の低減・通信量の確保等に関して検証する。

地 域 社 会 DX 推進パッケージ事業  

＜実施主体＞

地方公共団体、企業・団体など
＜事業規模の上限＞

１億円程度

＜実証イメージ＞ 
想定される検証例

• エッジAIによる通信量の低減
• AI×通信技術の融合による、山奥や海中等
の携帯電話網不感地域における通信の確立
• 同一の無線ネットワークに同時に多数接続す
る端末における最大遅延の低遅延化等、接続
の安定性が求められる、ユースケースの検証
• ネットワークとAI・コンピューティングが融合等し
た通信インフラを活用した新たなAIの先進的な
ソリューションモデルの創出

（例）海中で取得したデータをエッジAIで処理した上で、海 上・地上
に安定的に送信

（例）工場等において、NWのリアルタイム制御を通じて、搬送ロボ
ットの搬送効率を向上
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【② - ３ 自動運転レベル4 検証タイプ】 （ 予 算 ︓ 22 億 円 程 度 ）
地域限定型の無人自動運転移動サービス（限定地域レベル４） の実装・横展開に
当たって課題となる遠隔監視システムその他の安全な自動運転のために必要な通信シ
ステムの信頼性確保等に関する検証を実施する。

（参考）「デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023 改訂版）」（令和５年12月閣議決定）（抜粋）
地域限定型の無人自動運転移動サービスを2025年度目途に50か所程度、2027年度までに100か所以上で実現し、

全国に展開・実装する。

＜事業規模の上限＞
上限2.5億円程度

＜実証イメージ＞
想定される検証項目の例

・交差点における通信
・基地局間のハンドオーバー
・路車間通信の信頼性
・必要な通信帯域幅 など

想定される検証環境の例
・形状等の異なる物理的環境
・積雪・日照等の気候条件 など ＜実施主体＞

地方公共団体、企業・団体など
※地方公共団体を１以上含むコンソーシアムを形成していることが要件
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【③補助事業】  （ 予 算 ︓ 8 .5 億円程度）
デジタル技術を活用して地域課題の解決を図るために必要な
通信インフラなど（ ローカル５ G / L P W A など） の 整 備 費 用 を補助します。

② ①に接続するソリューション機器
これらと不可分な設備・機器・ソフトウェア ※3

※２地域課題の解決のために、①と②を組み合わせたシステムを整備する 
ことが要件となります（インターネット接続サービスの提供やソリューション機
器のみの整備は非該当） 。

※3 通信装置レンタル料やクラウドサービス利用料については、
複数年度分を一括して初年度に費用計上できる場合に限 
り、５か年分を上限として補助対象とします。

＜補助対象のイメージ＞

＜提案評価の観点例＞
■ 地域課題の解決に資するものであるか（期待される効果が明確か など）

■ 効率的・効果的な整備計画であるか
（課題解決のために必要か、費用対効果が見合っているか、多用途で活用できるか など ）

■ 地域のステークホルダー（産官学金）との連携が図られているなど、持続可能な
 運用計画であるか（適切なPDCA計画があるか など） など

ローカル５G、Wi-Fi、
LPWAなど

＜補助対象＞※２

① 無線ネットワーク設備

＜対象＞
地方公共団体、企業・団体など ※１

※1 企業・団体などが実施主体となる場合には、採択候補先に決定後、補
助金交付申請までの間に、地方公共団体を１以上含むコンソーシアム
を形成していることが要件となります。

<補助率> 補助対象経費の 1/2
補助金額に上限はありませんが、ご提案の内容を踏まえて、
事業規模の妥当性を審査いたします。 支援対象となるソリューション機器など

支援対象となるネットワーク設備

LPWA / Wi-Fi など カメラ/センサーなど

地 域 社 会 DX 推進パッケージ事業  10



1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 2月 3月

②-2
AI検証タイプ
②- 3
自動運転レベル４
検証タイプ

実証期間
採択

地 域 社 会 DX 推進パッケージ事業  
【事業スケジュール（ R 7 年度） 】

公募

１次
公募

採択
実証期間（2次）

実証期間（1次）
4/18 採択

１次
公募

2次
公募

②-1
先進無線タイプ

支援期間（１次） 支援期間（２次）

２次

支援先決定

12月 1月

支援期間（３次）

３次
公募支援先決定3/31 支援先決定

①-1
計画策定支援

①-2
推進体制
構築支援

伴走支援事業者による支援期間

2/28 支援地
域候補採択

公募
支援地域  伴走支援

事業者
公募

4/21 支援地域＆
伴走支援事業者採択

支援地域︓2/10～2/28
伴走支援事業者︓3/7～3/28

相談受付︓2/13～3/7
提出期間︓3/10～3/12

3/3～3/21

4/18～5/19

AI︓2/28～3/21 
L4︓2/21～3/14

AI︓4/15
L4︓4/8

事業実施期間公募③補助事業
選定結果公表

4/11

交付申請

①-３
地域情報化
アドバイザー

公
募 公募 公

募公募公募公募公募公募公募

派遣可能期間4/25 派遣
申請受付開始

6/9～7/4 公募
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【地域社会DX 推進パッケージ事業の活用フロー】

<プロセス5>
新しい無線技術等を用いたソ

リューションの実用化に向けた
実証を行う必要がある

<プロセス6>
地域課題解決に必要な 

インフラ整備を行う必要がある

<ゴール>
デジタル技術を活用した

地域課題の解決

地域社会DX推進パッケージ事業の活用

① - 1 計 画 策 定 支 援 ソリューション実 装 コース

地域社会DX推進パッケージ事業の活用

②実証事業

地域社会DX推進パッケージ事業の活用

③補助事業

<プロセス4>
デジタル技術を

導入・運用するための計画書を
策定している

<プロセス1>
地域の課題を

抽出・整理できている

地域社会DX推進パッケージ事業の活用
① - 2 推進体制構築支援

3

地
域
社
会

①
DX-

推
進
パ
ッ
ケ
ー
ジ
事
業
の
活
用

地
域
情
報
化

ICT

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣
制
度

の
知
見
を
有
す
る

専
門
家
か
ら

﹁
助
言
・
提
言
﹂
が
ほ
し
い

NO

YES

YES

NO

YES

地域社会DX推進パッケージ事業の活用

① - 1 計 画 策 定 支 援 地域課題整理コース
NO

YES

<プロセス3>
地域課題の解決に有効な

デジタル技術を
明確化できている

<プロセス2>
DXを推進する体制を

構築したい

YES

NO

地 域 社 会 DX 推進パッケージ事業  

YES

NO
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